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 はじめに 
 
近年、人口減少・少子高齢化が進む中、相続件数の増加、土地の利用ニーズの低下と所

有者意識の希薄化が進行し、これらを背景に所有者が容易に判明しない所有者不明土地が
増加し公共事業や土地の利活用など様々な場面において、所有者の特定等のため多大なコ
ストを要し、円滑な事業の実施等に大きな支障となっています。 

このため、平成 30 年６月に所有者不明土地を円滑に利用する仕組みとして地域福利増
進事業の創設や土地収用法の特例のほか、土地所有者等の探索を合理化する仕組みなどの
制度を定めた「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」（平成 30 年法律
第 49 号）が制定され、令和４年には、所有者不明土地の利用の円滑化を促進するため地
域福利増進事業の対象事業の拡充、一部事業の事業期間の延⾧及び対象土地の拡大、災害
等の発生防止に向けた管理の適正化を図るため勧告・命令・代執行等の制度導入並びに所
有者不明土地対策の推進体制を強化するため、市町村で所有者不明土地対策に関する計画
を策定する制度の導入などの一部改正が行われました。 

このように所有者不明土地を利活用するため様々な制度が制定されましたが、所有者不
明土地を利用する地域福利増進事業や土地収用法の裁定制度は、まだ、十分に活用されて
おりません。 

地域福利増進事業や収用特例の活用を一層促進させるため、本書においては、地域福利
増進事業や土地収用法の特例を活用し裁定されたものについて、実際に申請された書類を
掲載するとともに書類作成における注意点をまとめました。 

なお、実際に裁定申請される事業は、その内容や所有者不明土地の状況など個別の事情
が異なりますので、本書の内容だけを整理することで裁定が受けられるというものではあ
りませんが、裁定申請に必要な書類やその添付資料などの基本的な確認事項として活用さ
れ、本書が円滑な業務の遂行の一助になれば幸いです。 
 
※本書に関するお問い合わせは、 

国土交通省 不動産・建設経済局 土地政策課 公共用地室にご連絡ください。 
 

◆◇◆本書は、以下の関連手引き類と合わせてご活用ください◆◇◆ 
 
◎地域福利増進事業ガイドライン（令和４年 11 月国土交通省不動産・建設経済局） 

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/content/001520090.pdf 
 
◎地域福利増進事業ガイドライン（参考資料編）（令和４年 11 月国土交通省不動産・建設経済局） 

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/content/001520447.docx 
※アクセスすると、Word データの様式のダウンロード画面が開きます。 

 
◎事業認定申請の手引き（第 2 版） 

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/land_expropriation/sosei_land_fr_000476.h

tml  
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―凡例― 

法 
所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成 30 年法律第 49

号）（令和４年法律第 38 号による改正） 

政令 
所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法施行令（平成 30 年政令

第 308 号）（令和４年政令第 335 号による改正） 

省令 
所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法施行規則（平成 30 年国

土交通省令第 83 号）（令和４年国土交通省令第 75 号による改正） 
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第1章 所有者不明土地法とは 
 
１－１ 法の概要 

・社会経済情勢の変化に伴い所有者不明土地が増加していることに鑑み、国土の適正か
つ合理的な利用に寄与することを目的として、所有者不明土地の利用の円滑化等に関
する特別措置法（平成 30 年法律第 49 号。以下「法」という。）が令和元年６月１日
より全面的に施行されました。 

・また、所有者不明土地の更なる増加が見込まれることに鑑み、所有者不明土地の利用
についてより一層の円滑化を図るとともに、周辺の地域に深刻な悪影響を及ぼすこと
が懸念される所有者不明土地の管理の適正化を図り、併せてこれらの所有者不明土地
対策に地域の関係者が一体となって取り組むことができる体制を整備するため、所有
者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和４年法
律第 38 号）が令和４年５月９日に公布、同年 11 月 1 日に施行し法が改正されまし
た。 

・法では、主に以下の４つの仕組みが設けられています。本マニュアルでは、そのうち
「１．所有者不明土地を円滑に利用する仕組み」について取り上げ、所有者不明土地
の所有権もしくは使用権を取得するための「裁定申請」に係る手続きについて解説し
ていきます。 

 

  
出典:国土交通省資料 
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１－２ 「所有者不明土地」とは 
・「所有者不明土地」とは、「相当な努力が払われたと認められるものとして政令で定

める方法により探索を行ってもその所有者の全部又は一部を確知できない一筆の土地」
と定義されています（法第２条第１項）。 

・これまで、所有者不明土地のうち、地域福利増進事業及び土地収用法の特例の対象と
なる「特定所有者不明土地」の適用範囲は、「現に建築物（簡易な構造の小規模な建
築物。以下「簡易建築物」という。）が存せず、かつ、業務の用に供されていない土
地」とされていました。 

・改正により「その利用が困難であり、かつ、引き続き利用されないことが確実である
と見込まれる建築物として建築物の損傷、腐食その他の劣化の状況、建築時からの経
過年数その他の事情を勘案して政令で定める基準に該当するもの」（以下「朽廃建築
物」という。）が存する所有者不明土地が追加されました（法第２条第２項）。 

・所有者不明土地にある建築物が朽廃建築物に該当するかどうかの判断については、地
域福利増進事業ガイドライン（令和４年 11 月国土交通省不動産・建設経済局）を参
照してください。 

 ➡ 地域福利増進事業ガイドライン P4～８参照 
 
 

 
出典:国土交通省資料 
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第2章 所有者不明土地を円滑に利用する仕組み 
 
２－１ 地域住民等のための新たな事業（地域福利増進事業） 

・「地域福利増進事業」とは、地域住民その他の者の共同の福祉又は利便の増進を図る
ために行われる道路や公園、購買施設等の事業であって、原状回復が可能なもの（事
業主体は限定されない。）について、都道府県知事の裁定により所有者不明土地を利
用して実施する事業のことです（法第２条第３項）。 

・地域福利増進事業の裁定を受けることで、最⾧ 10 年間の土地等使用権を取得できま
すが、所有者不明土地における地域福利増進事業の実現可能性を高める観点から、改
正により、購買施設や再生可能エネルギー発電設備などの事業については、土地等使
用権の存続期間の上限が 20 年に延⾧されています（法第 13 条第３項）。10 年超の
土地等使用権を設定することができる事業の詳細は、地域福利増進事業ガイドライン
（令和４年 11 月国土交通省不動産・建設経済局）を参照してください。 
 

これらの期間については、法第19条の規定により期間の延⾧が可能です。 
 

 ➡ 地域福利増進事業ガイドライン P74 参照 
 

取得できる
権利 
(法第 10条
第 1 項) 

◆特定所有者不明土地の使用権（土地使用権） 
◆特定所有者不明土地にある所有者不明物件の所有権（物件所有権） 

※事業にとって不要である場合に、物件所有権を取得して除却する。 
◆特定所有者不明土地にある所有者不明物件の使用権（物件使用権） 

※事業にとって必要な場合に、物件使用権を取得して使用する。 
物件の所有権及び使用権のみの取得はできません。 

 ➡ 地域福利増進事業ガイドライン P71 参照 
活用できる
用途 
(法第２条
第３項、政
令第３～６
条) 

◆道路、路外駐車場その他一般交通の用に供する施設 
◆学校又はこれに準ずるその他の教育のための施設 
◆公民館又は図書館 
◆社会福祉事業の用に供する施設 
◆病院、療養所、診療所又は助産所 
◆公園、緑地、広場又は運動場 
◆（災害救助法の適用市町村の区域内で）被災者の居住の用に供する住宅 
◆購買施設、教養文化施設その他の施設で地域住民その他の者の共同の福

祉又は利便の増進に資するものとして政令で定めるもの（災害救助法の
適用市町村の区域／その周辺の地域において当該施設と同種の施設が著
しく不足している区域内のみ） 

◆備蓄倉庫、非常用の電気又は熱の供給施設、その他の施設で災害対策の
実施の用に供するものとして政令で定めるもの 

◆再生可能エネルギー発電設備のうち、地域住民その他の者の共同の福祉
又は利便の増進に資するものとして政令で定める要件に適合するもの 

◆土地収用法第３条各号に掲げるもののうち、地域住民その他の者の共同
の福祉又は利便の増進に資するものとして政令で定めるもの 

◆上記事業のために欠くことができない通路、材料置場その他の施設（※
上記事業とは別に、単独で裁定申請を行うことが可能です。） 

 ➡ 地域福利増進事業ガイドライン P９～15 参照 

Point！ 

Point！ 
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裁定を受け
るための要
件 
(法第 11条
第１項) 

◆事業が地域福利増進事業に該当し、かつ、土地の適正かつ合理的な利用
に寄与するものであること。 
→事業が地域福利増進事業のどの事業種別に該当するか、地域住民等の

共同の福祉・利便の増進に資するかなど。 

◆土地等使用権の目的となる土地が特定所有者不明土地に該当するもので
あること。 
→所有者の探索が適切に行われたか、土地が利用されていないか、土地

に簡易建築物及び朽廃建築物（以下「簡易建築物等」という。）以外
の建築物がないかなど。 

所有者の探索は、政令第 1 条に規定されている措置
をとることとされています。 

 ➡ 地域福利増進事業ガイドライン P16～63 参照 

◆土地等使用権の存続期間が事業の実施のために必要な範囲を超えないも
のであること。 
→10 年もしくは 20 年を限度とするものであり、かつ、事業内容に応じ

適切なものであるかなど。 

◆事業により整備される施設の利用条件がその公平かつ適正な利用を図る
観点から適切なものであること。 
→利用者を特定の者に不当に限定したり、特定の利用者を差別的に扱う

ものでないか、利用料を徴収する場合には、その額が合理的なもので
あるかなど。 

◆権利取得計画及び資金計画が事業を確実に遂行するため適切なものであ
ること。 
→事業区域内の特定所有者不明土地以外の土地・物件を取得できる見込

みがあるか、事業実施に十分な資金を確保できるかなど。 

◆土地等使用権の存続期間の満了後に特定所有者不明土地を原状に回復す
るための措置が適正かつ確実に行われると見込まれるものであること。 
→原則として更地に復す計画となっているか、原状回復措置の内容に応

じて合理的な見込みとなっているかなど。 

◆事業者が事業を遂行する十分な意思と能力を有する者であること。 
→事業の施行について許認可等を必要とする場合には、その処分を受け

ている又は受ける見込みがあるか、組織・人員面で事業の実施に必要
な体制が整えられているかなど。 

◆その他基本方針に照らして適切なものであること。 
→住民の意見を反映させるための措置が適切に講じられているか、事業

者が暴力団員でないかなど。 
 ➡ 地域福利増進事業ガイドライン P97～106 参照 

  

Point！ 
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２ － ２  収用手続きの合理化・円滑化（土地収用法の特例） 
・当該制度は、土地収用法の事業認定を受けた収用適格事業又は都市計画法の認可を受

けた都市計画事業において、特定所有者不明土地を収用等しようとするときに、都道
府県知事の裁定によって、土地収用法による「権利取得裁決（土地収用法第 48 条第 1
項）」及び「明渡裁決（土地収用法第 49 条第１項）」があったものとみなし、当該
特定所有者不明土地の収用等を可能とするものです（法第 34 条）。 

 
取 得 で き る
権 利 （ 土 地
収 用 法 第 ２
条 、 第 ４ 条
～第７条） 

◆土地の収用又は使用 
◆下記の権利の収用又は使用 

地上権／永小作権／地役権／採石権／質権／抵当権／使用貸借又は賃貸借
による権利／その他土地に関する所有権以外の権利／鉱業権／温泉を利用
する権利 

◆土地の上にある立木、建物その他土地に定着する物件の収用又は使用 
◆漁業権、入漁権その他河川の敷地、海底又は流水、海水その他の水を利用

する権利の収用又は使用 
◆土砂砂れきの収用 

活 用 で き る
場面 

◆公共の利益となる事業の用に供するための土地の所有者の所在が不明のと
き。 

裁 定 を 受 け
る た め の 要
件 

◆当該事業が収用適格事業として事業認定を受けていること。 
→事業認定の要件である土地収用法第 20 条第１号から第４号の規定に適

合している事業であるか、事業認定の効力の期限内かなど。 
 ➡ 事業認定申請の手引き（第 2 版） P22～38 参照 

都市計画事業については、都市計画法第 69 条の規定により、同法
第 70 条第 1 項により認可又は承認の告示をもって事業認定の告示
とみなされます。都市計画事業で定められていない関連事業及び
附帯事業のために必要な土地について収用又は使用の裁定申請を
行う場合には、別途事業認定の手続きが必要となります。 

◆収用等の対象となる土地が特定所有者不明土地に該当するものであるこ
と。 
→所有者の探索が適切に行われたか、土地が利用されていないか、土地に

簡易建築物等以外の建築物がないかなど。 
 ➡ 地域福利増進事業ガイドライン P4～８参照 

Point！ 
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＜土地収用法に基づく収用又は使用の裁決申請との調整（法第 31 条）＞ 
・裁定申請を行う場合は、土地収用法に基づく収用又は使用の裁決申請を行うことはで

きません。また、裁決申請の場合に適用される以下の規定が適用されません。ただし、
裁定申請が却下された場合は、裁決申請を行うことはできます。 

土地収用法 法第 31 条 裁定申請に係る特定所有者不明土地の場合 
第 39 条 
第 1 項 第 1 項 土地収用法の裁決手続を同時に行うことはできません。 

第 29 条 
第１項 第２項 裁定申請中であれば、事業認定の告示から１年を経過しても

その効力を失いません。 

第 36 条 
第 1 項 第３項 

土地調書及び物件調書の作成が不要となります。 
土地収用法に記載する調書の作成を不要としている
ものであり、確知所有者に対して任意形式での調書
を作成することを妨げるものではありません。 

第 39 条 
第２項 第４項 

裁定申請があった旨の公告（法第 28 条第 1 項）があるまで
の間に土地所有者又は土地に関して権利を有する関係人から
収用又は使用の裁決を申請すべきことの請求があった場合、
裁定申請はなかったものとみなされます。 

第 39 条 
第２項 第５項 

裁定申請があった旨の公告（法第 28 条第 1 項）があった後
は、土地所有者又は土地に関して権利を有する関係人から収
用又は使用の裁決を申請すべきことの請求はできません。 

第 29 条 
第 1 項・ 
第 39 条 
第１項 

第６項 

異議申出により裁定申請が却下された場合、事業認定の告示
があった日から裁決申請を行うまでの期限の計算において
は、裁定申請があった日から申請の却下の通知があった日ま
での期間を除き１年以内となります。 

＜裁定を受けることで適用される事項（法第 34 条）＞ 
・裁定を受けることで、以下の土地収用法第７章に規定されている収用又は使用の効果

が通常の収用手続きの際と同様に適用されます。 
土地収用法 適用事項 

第 95 条・第 97 条 権利取得裁決及び明渡裁決に係る補償の払渡し又は供託等 
第 96 条 差押え又は仮差押えがある場合の措置 
第 98 条 担保の供託 
第 99 条 供託の方法 

第 100 条・第 100 条の２ 収用又は使用の裁決の失効等 
第 101 条 権利の取得、消滅及び制限 

第 10１条の２ 占有の継続 
第 102 条 土地若しくは物件の引渡し又は物件の移転 

第 102 条の２ 土地若しくは物件の引渡し又は物件の移転の代行及び代執
行 

第 103 条 危険負担 
第 104 条 担保物権と補償金等又は替地 

第 104 条の２ 起業者が返還を受ける額に係る債務名義 
第 105 条 返還及び原状回復の義務 
第 106 条 買受権 
第 107 条 買受権の消滅 

Point！ 
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＜都市計画事業のための特定所有者不明土地の収用又は使用に関する特例(法第 37 条)＞ 
・都市計画事業の施行者は、都道府県知事に対してその事業地内にある特定所有者不明

土地の収用又は使用について裁定を申請することができます（法第 37 条第１項）。 
・都市計画事業のための特定所有者不明土地の収用又は使用に関する特例においては、

収用適格事業による場合の全ての条（法第 27 条から第 36 条）が準用されますが、法
第 31 条第 2 項及び第６項は対象外となる点に留意が必要です（法第 37 条第２項及び
第４項）。 

  

以下の裁定までの期限に関する規定は準用されていません。 

◆裁定申請中であれば、事業認定の告示から１年を経過してもその効力を失
わない（法第 31 条第 2 項）。 
⇒都市計画事業は、その施行期間内は効力を失わないため、１年を経過し

た時点で、みなしの事業認定の告示日が更新されます。 
◆異議申出により裁定申請が却下された場合、事業認定の告示があった日か

ら裁決申請を行うまでの期限の計算においては、裁定申請があった日から
申請の却下の通知があった日までの期間を除き１年以内となります（同条
第６項）。 

Point！ 
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事業の内容について住民の意見を反映させるため
に必要な措置を実施(努力規定) 【第10条第5項】

事業者 都道府県知事

裁定申請書、添付書類を都道府県知事に提出し、土地使用
権等の取得について裁定申請 【第10条第2項・第3項】

関係市町村長の意見を聴取するとともに、必要があるときは
関係行政機関の長の意見を請求 【第11条第2項・第3項】

裁定申請に係る事業が要件に該当するか確認 【第11条第1項】

裁定申請を却下し、その旨を事業者に通知
【第12条第1項・第3項】

要件に該当しない要件に該当する

(１)事業計画、補償金額等について土地等の権利者で異議
がある者は申し出るべき旨等を公告し、裁定申請書等を縦
覧（２月間） 【第11条第4項】

(2)公告をしようとするときは、あらかじめ、土地等の権利者
で知れている者に対し、裁定申請があった旨を通知

【第11条第5項】

異議の申出があったとき右記の場合以外

裁定申請を却下し、その旨を事業者に通知
【第12条第2項・第3項】

補償金の額について収用委員会に意見を聴取 【第13条第4項】

土地使用権等の取得についての裁定 【第13条第1項】

＜裁定事項＞
・特定所有者不明土地の所在、地番、地目及び面積
・土地使用権等の始期・存続期間

(最長10年(一部事業は20年))
・補償金の額・支払いの時期

裁定した旨を公告、事業者等へ通知 【第14条】

裁定された補償金の支払の時期
までに供託 【第17条第1項】

土地使用権等の取得 【第15条】

補償金を供託しない
場合、裁定の失効

【第18条】

原状回復・返還
【第24条】

事業の終了

存続期間延長の申請
【第19条第1項】

引き続き事業実施事業計画通り実施せず等

裁定の取消
【第23条】

事業実施準備のための土地への立入り、障害物の
伐採等【第6条、第7条】

土地所有者等の探索の結果、所有者の全部又は一部が不明

第3章 「地域福利増進事業」の裁定申請手続き 
 
３－１ 裁定に向けた手続きのフロー 

・裁定申請の手続きは、下記のような流れで進みます。予め、内容やスケジュール等に
ついて都道府県・市町村へ相談・協議しておくと円滑に進めることができます。 

 ➡ 地域福利増進事業ガイドライン P16～135 参照 

 

 

  

補償金の支払の時期までに補償金を供
託しない場合、裁定は効力を失うこと
となります（法第 18 条）。 

地域福利増進事業に該当しない場合、
特定所有者不明土地に該当しない場合
などのときは、却下されます（法第 11
条）。 

申請を受けた都道府県知事は、申請地
が所有者不明土地であることの確認や
反対する権利者の有無を確認するた
め、当該申請があったことを公告・縦
覧し、異議のある者がいれば、その申
出を受けます。 

なお、改正により、事業の
迅速な実施を可能とするた
め、地域福利増進事業に係
る裁定申請書等の縦覧期間
が６月から２月に短縮され
ました（法第 11 条第４
項）。 

 ➡ 地域福利増進事業ガイドライン 
P108～111 参照 

土地所有者の探索等を行った上で、裁
定申請書（３－２で詳述）、事業計画
書（３－３で詳述）、補償金額見積書
（３－４で詳述）、その他添付書類
（３－５で詳述）を揃えて、都道府県
知事に裁定の申請を行います。 

書類の作成にあたっては、
弁護士、司法書士、土地家
屋調査士、行政書士、不動
産鑑定士、補償コンサルタ
ント等の専門家の協力を得
ることが有効です。 

Point！ 

Point！ 
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３－２ 裁定申請書の作成 
・裁定申請をしようとする事業者は、事業者の氏名、事業の種別、事業区域、裁定

申請をする理由等を記載した裁定申請書を都道府県知事に提出しなければならな
いとされています（法第 10 条第２項）。 

・裁定申請書は、省令第 14 条の別記様式第６により作成します。記載内容につい
ては、下記作成例の３－１にある１から７の項目を記載します。 

 ➡ 地域福利増進事業ガイドライン P72～74 参照 
 

 
 
 
 

  

裁定申請をする理由は、事業の概要（目的、内容等）を具体的に記載します
（法第 10 条第２項第４号）。 
地域住民等の福祉又は利便の増進がどのように図られるかについて、事業の
実施により得られる効果等を交えて、具体的に説明します。 

営利のみの目的とした事業の場合には、裁定申請が却下される可能性
があります。 

事業区域は、不動産登記上の表示に
基づき、地番まで特定して記載しま
す。不動産登記上の表示がない土地
については、その旨及び隣接する地
番を記載するか、地番の地先（例:
○市○町字○地先）を記載します
（法第 10 条第２項第３号）。 

事業者の氏名又は名称及び住所 
（法第 10 条第２項第１号） 

事業の種別は、本マニュアル
P3 活用できる用途で示した法
第２条第３項各号のどの事業
に 該 当 す る か を 記 載 し ま す
（法第 10 条第２項第２号）。 

作成例３－１ 

Point！ 

(注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時
には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 
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③ 

① 
② 

10 年以内（一部事業については 20 年以内）で、事業の
実施のために必要な期間（施設整備、原状回復に要する
期間も含む）を超えないもので定めます（法第 10 条第
２項第８号）。 

物件所有権を取得する場合には、その取得
時期も記載します。 
始期は裁定手続きに要する期間（縦覧期間 2
ヶ月等）を考慮して設定します（法第 10 条
第２項第７号）。 

 
特定所有者不明土地の所有者の全部
又は一部を確知することができない
事情は、 
①探索のためにとった措置の内容 
②探索により得られた土地所有者確

知必要情報 
③規定された探索を行っても情報の

全部（又は一部）が入手できず、
それ以上の探索が困難となった理
由 

等を記載します（法第 10 条第２項
第６号）。 
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３－３ 事業計画書の作成 

・裁定申請書には、事業により整備する施設の種類、位置、規模等を記載した事業
計画書を添付しなければならないとされています（法第 10 条第３項第１号、省
令第 15 条）。 

・事業計画書に記載する事項は、下記作成例３－２にある１から７の項目です。 
 ➡ 地域福利増進事業ガイドライン P74～77 参照 

 
 
 
 
  

権利取得計画は、以下に該当する場合に記載します。 
◆事業区域内に、特定所有者不明土地以外の土地（所有者を確知している土

地）を含んでおり、当該土地の使用（権利の取得）等について契約を締結
している（予定している）場合には、その内容を記載します。 

・権利者の同意が得られていない土地がある場合には、裁定申請が却
下される可能性があります。 

・使用等について合意しているが、契約締結前の土地がある場合、そ
の旨や権利の取得の見込み、権利者との調整状況を記載します。 

◆事業区域内の土地に物件がある場合、当該物件の所有権その他の権利の取
得に関する計画を記載します（法第 10 条第３項第１号ハ）。 

施設の利用条件は、以下に該当する場合
に記載します。 
◆利用者を限定する場合、その範囲 
◆利用料金を徴収する場合、その料金と

算出の考え方 
（法第 10 条第３項第１号イ） 

※保育施設や高齢者施設のような施設の性格
によるもの、施設管理上の都合で施錠する
等の行為を除き、不当に⾧期にわたりごく
一部の地域住民しか利用できない条件が設
定されているような場合には裁定申請が却
下される可能性があります。 

事業区域は、裁定申請書と同様に記載します
（法第 10 条第３項第１号ロ）。 

施設の種類は、事業により整
備される具体的な内容を記載
します（法第10条第３項第１
号イ）。 

法令の規定による制限があ
る土地で、当該法令に適合
していない場合には裁定申
請が却下される可能性があ
ります。 

 ➡ 地域福利増進事業ガイド
ライン P89 参照。 

作成例３－２ 

Point！ 

(注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時
には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 

Point！ 



12 

  
資金計画は、施設整備、施設運営、原状
回復措置に区分して記載します（法第 10
条第３項第１号ニ）。 

支出予算を調達できる
収入予算を示す必要が
あります（法第 10 条
第３項第１号ニ）。 

措置として想定されるものは、以下のようなものが考えられます。 
◆事業により設置した建物等の工作物の撤去 
◆切土・盛土した箇所の復元（例:盛土の際に埋没した境界標を見えるようにす

る） 
◆舗装、敷石、砂利敷等の復元 
（法第 10 条第３項第１号ホ） 

・物件所有権を取得して除却した物件の再度設置等は必要ありません。 
・確知所有者と原状回復をしないことで同意している場合においても、不明

であった所有者が原状回復を希望する可能性があるため、必ず記載してく
ださい。 

住民の意見を反映するために講じた措置の内容、措置の対象とした住民の範囲、得られ
た主な意見の内容や意見を踏まえてとった対応、反対意見の有無等を記載します。措置
の例として以下のようなものがあります。 
◆自治会を対象とした説明会・意見交換会 
◆自治会・町内会の集会での意見聴取 
◆地域住民を集めた事業に関するワークショップ 
◆近隣住民への個別訪問  等 
（法第 10 条第５項、省令第 15 条第 1 項第 2 号） 

事業の賛否を問うものではないため、全ての住民の意見を聞く必要はありませんが、
反対意見があった場合には、当該意見を必ず記載してください。 

Point！ 

Point！ 
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３－４ 補償金額見積書の作成 
・裁定申請書には特定所有者不明土地の面積、物件の種類等を記載した補償金額見

積書を添付しなければならないとされています（法第 10 条第３項第２号）。 
・補償金額見積書に記載する事項は、下記作成例３－３にある１から５の項目です。 

 ➡ 地域福利増進事業ガイドライン P78～88 参照 
・なお、補償金見積額及びその内訳について「積算の基礎を明らかにする書類」を

添付する必要があります（省令第 19 条第１項第 12 号）。（３－５で詳述） 

 

実地の測量に基づく値を記載します。ただし、一筆全てを使用
する場合で、地籍図等があり、既に実地の測量が行われている
と判断できる場合は、登記簿の地積を記載してもかいません。 

確知所有者又は確知権利者が、DV、
ストーカー行為、児童虐待等の被害者
の保護のための措置を受けている者の
場合、住所の取扱について留意が必要
です。地域福利増進事業ガイドライン
P79 を参照してください。 
 
※確知所有者又は確知権利者で、住所

が縦覧に供されることを拒む者がい
た場合も、住所を塗抹処理すること
等が考えられますので、裁定庁に相
談してください。 

作成例３－３ 

簡易建築物等、工作物、立木等の物件
の種類、規模、数量を記載します。 
該当する物件がない場合は、「なし」
と記載します。 

(注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時に
は、法令等に記されている表現に従って作成してください。 



14 

 
 
 
 

補償金の見積額の算定の基礎となる特定所有者不明土地の価格は、不動産鑑定業者に鑑
定評価等を求めて得ることを基本とします。 
なお、この鑑定評価等に加え、近傍類地の賃借りの事例収集、借賃相当額の算定、控除
すべき維持管理費用の算定等、補償金額の具体的な算定についても、一括して不動産鑑
定業者に委託することも考えられます。また、特定所有者不明土地に朽廃建築物が存在
する場合の補償金の見積額の算定についても、不動産鑑定業者に委託することが可能で
す。 
補償金の算定方法については、地域福利増進事業ガイドライン P82～88 を参照してく
ださい。 
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  改正により、事業開始前に補償金を一括で供託するのではなく、「裁

定において定められた補償金の支払の時期」までに補償金を供託すれ
ば足りることとされました。このため、例えば、補償金の支払の時期
を１年ごととする裁定を受けた場合には、不明所有者に対する補償金
の供託を１年ごとに行うことが可能です（法 17 条第 1 項）。 
 

事業者が裁定において定められた補償金の支払の時期
までに供託をしなかったときには、当該裁定はその時
以後その効力を失い（法第 18 条）、事業者は土地を
原状回復して返還する義務を負う（法第 24 条）こと
となります。 

Point！ 
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＜特定所有者不明土地の所有者が複数名いる場合の記載例＞ 
 
  

作成例３－４ 

所有者ごとに氏名・住所・持分
を記載します。 

所有者ごとに補償金見積額を記
載します。 

筆ごとに地番・面積・補償額等
を記載します。 

(注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時
には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 
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３－５ 裁定申請書の添付書類 
・裁定申請書に添付する書類は、事業計画書、補償金額見積書の他にも、 

◆事業区域の利用について法令の規定による制限があるときは、当該法令の施行
について権限を有する行政機関の⾧の意見書（同法第 10 条第３項第３号） 

◆事業の実施に関して行政機関の⾧の許可、認可その他の処分を必要とする場合
においては、これらの処分があったことを証する書類又は当該行政機関の⾧の
意見書（同第４号） 

◆その他国土交通省令で定める書類（同第５号） 
を必要としています。 

・その他国土交通省令で定める書類は、省令 19 条第１項第１号から第 14 号にて、
下表のように規定されています。 
※但し、国及び地方公共団体が事業者の場合は、第１号、第 13 号、第 14 号は、対象外とされ

ています。 
 ➡ 地域福利増進事業ガイドライン P89～95 参照 

 
＜その他国土交通省令で定める書類（省令第 19 条第 1 項各号）＞ 

号 書類名 
第 1 号 事業者の住民票の写し又はこれに代わる書類 
第 2 号 事業区域を表示する図面 
第 3 号 特定所有者不明土地の実測平面図 

第 4 号 
第 10 号ロ 
第 11 号ロ 

特定所有者不明土地の所有者（物件所有者、権利者）の全部又は一
部を確知することができない事情を明らかにする書類 
【作成例３－５】参照 
《添付書類の例》 

◎土地所有者確知必要情報提供等に関する同意確認書 

地域福利増進事業ガイドライン（参考資料編）
の資料 1～資料 9-4 の中で作成又は取得した書
類を全て添付してください。 

◎土地の登記事項証明書 
◎住民票記載事項証明書 
◎名寄帳兼課税台帳 
◎地籍調査票 
◎農地証明書 
◎戸籍及び戸籍の附票の写し 
◎探索の方法に定められた措置をとったが土地所有者確知必要情

報を取得することができなかったことを証する書類（宛先不明
として返送された書面等） 

※添付する書類は個々の状況により異なりますので、上記書類でも不要なも
のや、これ以外に必要なものがあるかもしれませんので、裁定庁である都
道府県に相談してください。 

※確知所有者及び確知関係人の個人情報に係る記載・書類の取扱いについて
疑義が生じた際には、裁定庁である都道府県に相談してください。 

第 5 号 特定所有者不明土地の写真 

Point！ 
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号 書類名 
第 6 号 簡易建築物の種類、構造及び床面積を記載した書類・写真 

第 7 号 朽廃建築物の損傷、腐食その他の劣化の状況を記載した書類・経過
年数を明らかにする書類（登記事項証明書等）・写真 

第 8 号 
同種の施設がその周辺の地域において不足していることを明らかに
する書類（駐車場等又は公園等について、10 年超の土地等使用権の
裁定を申請する場合） 

第 9 号 事業計画を表示する図面 

第 10 号イ 

特定所有者不明土地にある物件の所有者の全部又は一部を確知する
ことができない事情に関する書類 
※裁定申請書に記載する所有者の全部又は一部を確知することができない事情

（法第 10 条第２項第６号）の内容と同様に、当該書類では物件の所有者につ
いて記載します。 

第 11 号イ 

特定所有者不明土地等の権利者の全部又は一部を確知することがで
きない事情に関する書類 
※裁定申請書に記載する所有者の全部又は一部を確知することができない事情

（法第 10 条第２項第６号）の内容と同様に、当該書類では権利者について記
載します。 

第 12 号 

補償金の見積額の積算の基礎を明らかにする書類 
【作成例３－６】参照 

◎補償金見積額の計算書 
◎近傍類似の土地の借賃のリスト 
◎不動産鑑定評価書      等 

第 13 号 事業者の組織体制に関する事項を記載した書類 

第 14 号 事業者（法人である場合にあっては、その役員）が暴力団員等に該
当しないことを誓約する書類 

 
 
 

添付書類は書類の数が多くなるため、目録を作成するとわかりやすくなります。 
  
Point！ 
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特定所有者不明土地の所有者（物件所有者、権利者）の全部又は一部を確知することがで
きない事情を明らかにする書類 
   

作成例３－５ (注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時
には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 
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補償金の見積額の積算の基礎を明らかにする書類 

 
 

  

作成例３－６ 
(注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時
には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 

不動産鑑定士に時点修正率を算出してもらい、不動産鑑
定評価書に基づく基準価格の時点修正を行います。 
なお、必要に応じて、時点修正率の算出に係る情報も付
け加えます。 
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対象不動産の土地価格及
び補償金の額について、
作成例（破線矢印にて補
足）に記すような計算式
で算出します。 
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～【参考】公告・縦覧～ 
裁定申請を受けた都道府県知事は、申請地が所有者不明土地であることの確認や反対

する権利者の有無を確認するため、当該申請があったこと等を 2 ヶ月間公告・縦覧し、
異議のある者がいれば、その申出を受けます（法第 11 条第４項）。 

また、裁定を行った際には、裁定申請者及び特定所有者不明土地の確知所有者等に文
書で通知するとともに、公告しなければなりません（法第 14 条）。 

公告は、都道府県公報への掲載の他、都道府県ＨＰなどのウェブサイトへの掲載、新
聞紙への掲載が考えられ、公報の代わりにこれらの手段をとることとしても差し支えあ
りません（省令第 21 条、第 27 条）。 

裁定申請があった旨等の公告は、都道府県知事がその公告すべき内容を事業区域内の
適当な場所に掲示しなければなりません（省令第 21 条）。 

 ➡ 地域福利増進事業ガイドライン P108～115 参照 
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事業者 都道府県知事

裁定申請書、添付書類を都道府県知事に提出し、特定所有
者不明土地の収用等について裁定申請 【第27条第2項・第3項】

申請に係る土地が特定所有者不明土地に該当するかなど、
申請が相当であるか確認 【第28条第1項】

裁定申請を却下し、その旨を事業者に通知
【第29条第1項・第3項】

相当でない相当である

(１) 補償金額等について土地所有者等又は準関係人で異
議がある者は申し出るべき旨等を公告し、裁定申請書等を
縦覧（２週間） 【第28条第1項】

(2)公告をしようとするときは、あらかじめ、土地等の権利者
で知れている者に対し、裁定申請があった旨を通知

【第28条第2項】

異議の申出があったとき右記の場合以外

裁定申請を却下し、その旨を事業者に通知
【第29条第2項・第3項】

補償金の額について収用委員会に意見を聴取 【第32条第4項】

特定所有者不明土地の収用等について裁定 【第32条第1項】

裁定した旨を公告、事業者等へ通知 【第33条】

補償金の供託 【第34条においてみなして適用する土地収用法第95条】

権利取得 【第34条においてみなして適用する土地収用法第101条】

土地収用法の事業認定の告示

裁定手続の開始の決定・登記等 【第30条第1項】

第4章 「土地収用法の特例」の裁定申請手続き  
 
４－１ 裁定に向けた手続きのフロー 

・第 2 章 2－2 で記述しているとおり、土地収用法の事業認定を受けた事業や都市計画
法の認可等を受けた事業において、その起業地内又は事業地内にある特定所有者不明
土地を収用又は使用するときは、土地収用法の裁決申請に代えて都道府県知事に裁定
申請をすることができます。 

・裁定申請の手続きは、下記のような流れで進みます。 
 

 

 

  

申請を受けた都道府県知事は、申請地
が所有者不明土地であることの確認や
反対する権利者の有無を確認するた
め、当該申請があったことを公告・縦
覧し、異議のある者がいれば、その申
出を受けます（法第 28 条第１項）。 

事業認定を受けた上で、裁定申請書
（４－２で詳述）、事業計画書（４－
３で詳述）、補償金額見積書（４－４
で詳述）、その他添付書類（４－５で
詳述）を揃えて、都道府県知事に裁定
の申請を行います。 

書類の作成にあたっては、弁護
士、司法書士、土地家屋調査
士、行政書士、不動産鑑定士、
補償コンサルタント等の専門家
の協力を得ることが有効です。 

都道府県知事は、裁定しようとすると
きは、特定所有者不明土地を収用し、
又は使用することにより特定所有者不
明土地所有者等が受ける損失の補償金
の額について、予め、収用委員会の意
見を聴かなければなりません（法第 32
条第４項）。 
裁定された場合、起業者に通知される
とともに、公報・ウェブサイト等で公
告されます（法第 33 条）。 
起業者は、補償金を供託した後に速や
かに供託書正本の写しを都道府県知事
に提出します。 

申請された土地が特定所有者不明土地
に該当しないと認めるときその他当該
裁定申請が相当でないと認められると
きは却下されます（法第 29 条第１
項）。 

Point！ 
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４－２ 裁定申請書の作成 
・裁定申請をしようとする起業者は、国土交通省令で定めるところにより、起業者

の氏名又は名称及び住所、事業の種類等を記載した裁定申請書を都道府県知事に
提出しなければならないとされています（法第 27 条第２項）。 

・裁定申請書は、省令第 34 条の別記様式第 10 により作成します。具体的な記載内
容については、法及び省令を確認してください。 

・事業認定申請書に記載する起業者名や事業の種類等の記載方法の詳細は、事業認
定申請の手引き（第２版）P12 から 13 を参照してください。 

 
  
 
 
 

  

事業の種類は、事業
認定申請書と同様に
記載します。 

事業認定申請書
に記載した起業
者の名称を記載
します。 

(注)作成例は、実例を極力そのまま掲
載しているため、例によって項目名や語
句等の表現が統一されておりません。
実際の作成時には、法令等に記されて
いる表現に従って作成してください。 

実測の地積が判明
している場合、実
測を記載します。 

作成例４－１ 
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＜特定所有者不明土地の所有者が全部確知できない場合の記載例＞ 
 
 
 
 
  
  
 
 
 
 

＜特定所有者不明土地の所有者が一部確知できない場合の記載例＞ 
 
 
 

 
 
 

  

特定所有者不明土地の状況を記載するとともに、
政令第１条に規定されている方法で所有者探索を
行ってもなお、土地登記名義人もしくはその相続
人が不明である旨を記載します。 

確知できなかった一部の所有者の探索
の結果についてのみ記載します。 

作成例４－２ 

作成例４－３ 

(注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時
には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 

(注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時
には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 

確知所有者も含め、
全ての登記名義人を
記載します。 
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裁定申請書には、所有権その他の権利を取得し又は消滅させる時期、物件の引渡し又は
移転の期限、土地の使用の期間等、今後の事業の計画期間を記載する必要があります。 
時期・期限・期間を設定する上では、法定で要する期間及び期限、各種作業のために要
する期間から「裁定された旨の通知」を受け取れると思われる時期を推定するととも
に、事業の完了予定時期（完了すべき期限）も見据えておく必要があります。 
【法定で要する期間及び期限】 

◆起業者は、事業の認定の告示があった日から１年以内に、特定所有者不明土地の収
用又は使用についての裁定申請を行います（法第 27 条第１項）。 

◆ただし、手続の保留をした土地については、土地収用法第 34 条の３の規定による
手続開始の告示があった日から１年以内に裁定申請をすることができます。 

◆裁定申請書等の書類を、裁定申請があった旨の公告の日から２週間公衆の縦覧に供
しなければなりません（法第 28 条第１項）。 

 
【各種作業のために要する期間】※下記は一例です。 

◆裁定申請があった旨の公告及び裁定した旨の公告を出すための準備 
◆収用委員会との調整 
◆補償金の供託に向けた準備 
◆権利取得に向けた登記手続き、物件移転の工程 

 
以上のことから、時期・期限・期間を設定する際には、都道府県・市町村等と予め協議
を行い、十分な調整を図っておくことが望ましいです。 

土地の使用の裁定を申請する場合には、以下の内容を加えて記載します。 
（この場合、上記作成例の６以降の項目番号を繰り下げます。） 
 
 

６．特定所有者不明土地を使用しようとする場合においては、その方法及び期間 
（１）使用の方法 

○○を設置するにあたり収用しようとする土地の外側を掘削するための 
一時使用とし、その使用の範囲は収用しようとする土地から○ｍの部分と 
する。 

（２）使用の期間 
引渡しの期限の翌日から起算して○○日とする。 

該当する物件
がない場合は
項目ごと削除
します。 

収用又は使用の手続きを保留してい
た場合に記載します（該当しない場
合は項目ごと削除します。）。 

作成例４－４ 
(注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時
には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 
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４－３ 事業計画書の作成 
・裁定申請書には、国土交通省令で定める事業計画の概要、事業の開始及び完成の

時期等の事項を記載した事業計画書を添付することとされています（法第 27 条
第３項）。 

・事業計画書は、省令第 35 条の規定により、下表にある１から６の項目を記載し
ます。これらは、事業認定申請書に添付する事業計画書（土地収用法施行規則第
３条第 1 項第 1 号）に記載しなければならない項目と同じです。 
 ➡ 事業認定申請の手引き（第２版） P13～18、事業計画書の事例集 参照 

 

 

 

省令 35 条 
第 1 項 

土地収用法施行規則 
第３条第１項第 1 号 事業計画書の記載項目 

第 1 号 イ 事業計画の概要 
第 2 号 ロ 事業の開始及び完成の時期 
第 3 号 ハ 事業に要する経費及びその財源 
第 4 号 ニ 事業の施行を必要とする公益上の理由 

第 5 号 ホ 
収用又は使用の別を明らかにした事業に必要な
土地の面積及び物件の数量の概数並びにこれら
を必要とする理由 

第 6 号 ヘ 
起業地を当該事業に用いることが相当であり、
又は土地の適正かつ合理的な利用に寄与するこ
とになる理由 

 

  

事業計画書の記載事項 
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４－４ 補償金額見積書の作成 
・特定所有者不明土地の面積や物件の種類及び数量等を記載した補償金額見積書を

裁定申請書に添付することとされています（法第 27 条第３項）。 
・補償金額見積書は、法第 27 条第３項第２号の規定により、作成例４－５にある

１から５の項目を記載します。 
・土地及び物件に係る損失の補償に関する考え方は、土地収用法第６章の「収用又

は使用による損失の補償」の規定が準用（一部読み替え）されますので、通常の
土地収用法に基づく裁決申請と同様に補償金の算定を行います。 

 

＜損失の補償に関する土地収用法の準用（法第 35 条）＞ 

適用事項 土地収用法の条文（※読み替え箇所に網掛け） 
損失を補償
すべき者 第 68 条 土地を収用し、又は使用することに因って土地所有者及び関係人が受ける損失は、

起業者が補償しなければならない。 
個別払の原
則 第 69 条 損失の補償は、土地所有者及び関係人に、各人別にしなければならない。但し、各

人別に見積ることが困難であるときは、この限りでない。 
損失補償の
方法 第 70 条 

損失の補償は、金銭をもってするものとする。但し、替地の提供その他補償の方法
について、第 84 条又は第 85 条（工事又は移転の代行による補償）の規定により都
道府県知事の裁定があった場合は、この限りでない。 

土地等に対
する補償金
の額 

第 71 条 
収用する土地又はその土地に関する所有権以外の権利に対する補償金の額は、近傍
類地の取引価格等を考慮して算定した事業の認定の告示の時における相当な価格
に、裁定の時までの物価の変動に応ずる修正率を乗じて得た額とする。 

第 72 条 
前条の規定は、使用する土地又はその土地に関する所有権以外の権利に対する補償
金の額について準用する。この場合において、同条中「近傍類地の取引価格」とあ
るのは、「その土地及び近傍類地の地代及び借賃」と読み替えるものとする。 

その他の補
償額算定の
時期 

第 73 条 
この節に別段の定めがある場合を除くの外、損失の補償は、裁定の時の価格によっ
て算定してしなければならない。 

残地補償 第 74 条 

同一の土地所有者に属する一団の土地の一部を収用し、又は使用することに因っ
て、残地の価格が減じ、その他残地に関して損失が生ずるときは、その損失を補償
しなければならない。 
２ 前項の規定による残地又は残地に関する所有権以外の権利に対する補償金の額
については、第 71 条及び第 72 条（土地等に対する補償金の額）の例による。 

工事の費用
の補償 第 75 条 

同一の土地所有者に属する一団の土地の一部を収用し、又は使用することに因っ
て、残地に通路、みぞ、かき、さくその他の工作物の新築、改築、増築若しくは修
繕又は盛土若しくは切土をする必要が生ずるときは、これに要する費用を補償しな
ければならない。 

移転料の補
償 第 77 条 収用し、又は使用する土地に物件があるときは、その物件の移転料を補償して、こ

れを移転させなければならない。 
移転料多額
の場合の収
用請求権 

第 79 条 
第 77 条の場合において、移転料が移転しなければならない物件に相当するものを
取得するのに要する価格をこえるときは、起業者は、その物件の収用を請求するこ
とができる。 

物件の補償 第 80 条 
第 79 条の規定によって物件を収用する場合において、収用する物件に対しては、
近傍同種の物件の取引価格等を考慮して、相当な価格をもって補償しなければなら
ない。 

原状回復の
困難な使用
の補償 

第 80 条
の２ 

土地を使用する場合において、使用の方法が土地の形質を変更し、当該土地を原状
に復することを困難にするものであるときは、これによって生ずる損失をも補償し
なければならない。 
２ 前項の規定による土地又は土地に関する所有権以外の権利に対する補償金の額
については、第 71 条の例による。 
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適用事項 土地収用法の条文（※読み替え箇所に網掛け） 

工事の代行
による補償 第 84 条 

第 75 条の場合において、起業者は、補償金の全部又は一部に代えて、起業者が当
該工事を行うことを都道府県知事に要求することができる。 
２ 都道府県知事は、前項の規定による要求が相当であると認めるときは、裁定に
おいて工事の内容及び工事を完了すべき時期を定めて、工事の代行による損失の補
償の裁定をすることができる。 
３ 前条第３項から第７項までの規定は、前項の場合に準用する。この場合におい
て、同条第３項及び第５項中「耕地の造成」とあるのは、「工事の代行」と読み替
えるものとする。 

（工事の代行） 
第 83 条  
３ 前項の場合において、起業者が国以外の者であるときは、都道府県知事

は、必要があると認めるときは、同時に起業者が工事の代行のための担
保を提供しなければならない旨の裁定をすることができる。 

４ 前項の規定による担保は、都道府県知事が相当と認める金銭又は有価証
券を供託することによって、提供するものとする。 

５ 起業者が工事を完了すべき時期までに工事を完了しないときは、土地所
有者又は関係人は、都道府県知事の確認を得て前項の規定による担保の
全部又は一部を取得する。この場合において、起業者は、都道府県知事
の確認を得て工事の代行による損失の補償の義務を免かれるものとす
る。 

６ 起業者は、工事を完了したときは、都道府県知事の確認を得て第４項の
規定による担保を取りもどすことができる。 

７ 前２項の規定による担保の取得及び取りもどしに関する手続は、国土交
通省令で定める。 

 

移転の代行
による補償 第 85 条 

第 77 条に規定する場合において、起業者は、移転料の補償に代えて、起業者が当
該物件を移転することを都道府県知事に要求することができる。 
２ 都道府県知事は、前項の規定による要求が相当であると認めるときは、法第 32
条第１項の裁定において移転の代行による損失の補償の裁定をすることができる。 

通常受ける
損失の補償 第 88 条 

第 71 条、第 72 条、第 74 条、第 75 条、第 77 条、第 80 条及び第 80 条の２に規
定する損失の補償の外、離作料、営業上の損失、建物の移転による賃貸料の損失そ
の他土地を収用し、又は使用することに因って土地所有者又は関係人が通常受ける
損失は、補償しなければならない。 

損失の補償
に関する細
目 

第 88 条
の２ 

 
政令 

第 12 条 

第 71 条、第 72 条、第 74 条、第 75 条、第 77 条、第 80 条、第 80 条の２及び前
条の規定の適用に関し必要な事項の細目は、政令で定める。 
 

 
 ＜土地収用法第 88 条の２の細目等を定める政令＞ 

・収用する土地の相当な価格（第１条） 
・地上権等の目的である土地の相当な価格（第２条） 
・地上権、永小作権及び賃借権の相当な価格（第３条） 
・地役権の相当な価格（第４条） 
・使用借権の相当な価格（第５条） 
・占有権の取扱い（第６条） 
・収用する立木、建物等の相当な価格（第７条） 
・使用する土地に対する補償（第 11 条） 
・空間又は地下のみを使用する場合の補償（第 12 条） 
・修正率の算定方法（第 16 条） 
・移転料（第 17 条） 
・立木の移植補償（第 18 条） 
・用材用の立木の伐採補償（第 19 条） 
・補償金の額に端数が生じた場合の処理（第 26 条） 
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適用事項 土地収用法の条文（※読み替え箇所に網掛け） 

損失補償の
制限 第 89 条 

土地所有者又は関係人は、第 26 条第１項の規定による事業の認定の告示の後にお
いて、土地の形質を変更し、工作物を新築し、改築し、増築し、若しくは大修繕
し、又は物件を附加増置したときは、あらかじめこれについて都道府県知事の承認
を得た場合を除くの外、これに関する損失の補償を請求することができない。 
２ 土地の形質の変更、工作物の新築、改築、増築若しくは大修繕又は物件の附加
増置がもっぱら補償の増加のみを目的とすると認められるときは、都道府県知事
は、前項に規定する承認をしてはならない。 
３ 土地の形質の変更について、土地所有者又は関係人が第 28 条の３第１項の規
定による許可（事業認定の告示後の起業地の形質変更に関する都道府県知事の許
可）を受けたときは、第１項の規定による承認があったものとみなす。 

起業利益と
の相殺の禁
止 

第 90 条 

同一の土地所有者に属する一団の土地の一部を収用し、又は使用する場合におい
て、当該土地を収用し、又は使用する事業の施行に因って残地の価格が増加し、そ
の他残地に利益が生ずることがあっても、その利益を収用又は使用に因って生ずる
損失と相殺してはならない。 

 
 

※土地収用法の土地所有者及び関係人から請求や要求を行う権利は、法では適用除外さ
れています。 

土地収用法 適用除外される規定 
第 76 条 残地収用の請求権 

第 77 条後段 物件を分割した場合の物件全部の移転料の請求 
第 78 条 物件の移転が困難な場合の収用請求権 
第 81 条 土地の使用に代わる収用の請求 
第 82 条 替地による補償の要求 
第 83 条 耕地の造成の要求 
第 86 条 宅地の造成の要求 
第 87 条 請求、要求の方法 

第 90 条の２ 補償請求者に関する特例 
第 90 条の３ 支払い請求のあった補償金額との差額及び加算金の裁決 
第 90 条の４ 請求を受けた場合における裁決申請の遅延に対する過怠金の裁決 

 
 

＜土地物件調査権（土地収用法第 35 条第１項）＞ 
・土地収用法では、事業認定の告示があった後に、起業者又はその命を受けた者もしく

は委任を受けた者が、事業の準備のために、その土地又はその土地にある工作物に立
ち入って、これを測量し、又はその土地及びその土地もしくは工作物にある物件を調
査することができます。 

・裁定申請を行う場合においても、事業認定の告示があった後であれば、上記規定を適
用し、補償金額見積書の作成のために調査を行うことができます。（P6 のとおり、裁
定申請の場合には土地調査及び物件調書を作成する必要はありません。） 
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確知所有者又は確知権利者が、DV、ストーカー行為、児童虐待等の被害者の保護のた
めの措置を受けている者の場合、以下の対応を行います。 

◆縦覧に当たって塗抹処理等することを前提に被支援措置者の現住所を記載。 
◆被支援措置者の従前の住所地を記載。 
 
※起業者は、都道府県知事が縦覧時にとるべき措置を判断等できるよう、都道府県

知事に対し、以下のような書面により、確知所有者又は確知関係人の中に被支援
措置者が含まれていることを情報提供してください。 
・確知所有者又は確知関係人の中に被支援措置者が含まれていることの根拠とな

る資料（市町村からの情報提供の内容を記載した書面、支援措置決定通知書の
写し等） 

・起業者が補償金額見積書の作成に当たってとった措置の内容を記載した書面 
・都道府県知事が補償金額見積書により被支援措置者の現住所を把握できない場

合、被支援措置者の現住所に関する資料 

土地物件調査により状況を確認した簡
易建築物等、工作物、立木等の物件の
種類、規模、数量を記載します。 
該当する物件がない場合は、「なし」
と記載します。 

作成例４－５ (注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によっ
て項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成
時には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 

実地の測量に基づく値を記載します。ただし、一筆全てを使用
する場合で、地籍図等があり、既に実地の測量が行われている
と判断できる場合は、登記簿の地積を記載してもかいません。 
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（２）で記している 
①土地に対する損失の補償金の見積額 
②土地にある物件に対する損失補償額 
の合計額を記載します。 
所有者が複数人の場合は、個人別に分けて記載します。 

通常の裁決申請と同様の考え方で土
地の情報、単価を整理し、土地に対
する損失の補償額を算出します。 
算出方法の根拠、評価時点等の情報
を記載します。 

通常の裁決申請と同様の考え方
で、物件の情報、単価を整理
し、物件に対する損失の補償額
を算出します。 
また、算出方法の根拠等の情報
を記載します。 



33 

＜使用しようとする土地、残地がある場合の記載例＞ 
 
 
 
 

  

作成例４－６ 補償金見積額について 
①収用しようとする土地 
②使用しようとする土地 
③残地 
の、ぞれぞれに分けて記載します。 

対象となる土地の地番、現況地目、面積、
所有者等の情報を記載します。 

(注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時
には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 
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＜特定所有者不明土地の所有者を一部確知している場合の記載例＞ 
 
 
  

作成例４－７ 

所有者が複数名いる場合は、所有者ごとに補償
金見積額を記載します。 
その中に確知している所有者がいる場合であっ
ても、当該所有者氏名、持分と合わせて、その
者に支払う補償金の見積額を記載します。 

筆ごとに補償金見積額を記載するとともに、所
有者ごとの見積額も記載し、確知所有者に支払
う補償金見積額も示します。 

(注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時
には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 
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＜特定所有者不明土地の所有者及び関係人が複数名の場合の記載例＞ 
 
  

作成例４－８ 

対象の所有者及び関係人が複数名の場合、所有者ごとに補償金見
積額を記載しますが、その数が多くなる場合は、別紙にて所有者
及び関係人の氏名・住所・持分の一覧表を作成し、添付すること
も可能です。 

所有者ごとではなく、補償金見
積額の合計を記載します。 

筆ごとに地番、現況地目、面積、所有者等を記載します。 
（１筆を複数の所有者で共有している例になります。） 

本例におけるハ～ホ
は、作成例４－５に
おける３．～５．に
相当します。 

(注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時
には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 
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＜損失の補償に関する請求書・要求書の作成（法第 35 条第２項）＞ 
・起業者は、 

◆移転料が多額であることを理由として物件の収用を請求する場合（土地収用
法第 79 条） 

◆工事の代行による補償を要求する場合（第 84 条第１項） 
◆移転の代行による補償を要求する場合（第 85 条第１項） 

には、裁定申請に併せて当該請求又は要求の内容に加え、物件の種類及び数量等
を記載した請求書又は要求書を都道府県知事に提出しなければなりません。 
【作成例４－９】参照 
 

ケース 省令第 50 条 請求書及び要求書の記載事項 
移転料が多額であ
ることを理由とし
て物件の収用を請
求する場合 

第 1 項 

・移転しなければならない物件の種類及び数量 
・移転しなければならない物件の移転料の見積額 
・移転しなければならない物件に相当するものを

取得するのに要する価格の見積額 

工事の代行による
補償を要求する場
合 第２項 

・要求の理由として、起業者が施設整備の工事と
併せて残地工事を代行した方が土地所有者によ
る残地工事の費用を補償するよりも安価である
旨等を記載してください。 

移転の代行による
補償を要求する場
合 第３項 

・移転しなければならない物件の種類及び数量 
・要求の理由として、起業者が施設整備の工事と

併せて移転を代行した方が土地所有者による移
転の費用を補償するよりも安価である旨等を記
載してください。 
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  作成例４－９ 
(注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時
には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 
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４－５ 裁定申請書の添付書類 
・裁定申請書に添付することとしている書類は、事業計画書（法第 27 条第３項第

１号）、補償金額見積書（同第２号）の他にも、その他国土交通省令で定める書
類（同第３号）を必要としている。 

・その他国土交通省令で定める書類は、起業者の住民票の写しや特定所有者不明土
地の実測平面図等となっています（省令 39 条第１項第１号から第 11 号）。 

但し、国及び地方公共団体が事業者の場合は、第１号は、対象外とされて
います。 

・なお、下表の他にも裁定庁との調整の結果、必要と判断された書類があれば別途、
「参考資料」として提出してください。 

 
＜その他国土交通省令で定める書類（省令第 39 条第 1 項各号）＞ 

号 書類名 

第 1 号 起業者の住民票の写し又はこれに代わる書類（起業者が法人である場合
にあっては、当該法人の登記事項証明書） 

第 2 号 特定所有者不明土地の実測平面図 

第 3 号 
第 10 号ロ 

特定所有者不明土地の所有者・関係人の全部又は一部を確知することが
できない事情を明らかにする書類【作成例４-10】参照 
◆探索により得られた土地所有者確知必要情報の根拠書類の例 

◎土地の登記事項証明書 
◎閉鎖登記簿 
◎旧土地台帳 
◎住民票記載事項証明書／住民票の除票 
◎戸籍謄本／戸籍の附票／改製原戸籍の附票 
◎立木登記簿 
◎地籍調査票 
◎農地台帳／林地台帳 
◎土地所有者であることの確認書／回答書【作成例 4-11】 
◎土地所有者等関連情報提供書（提供できない理由） 等 

◆探索の方法に定められた措置をとったが土地所有者確知必要情報を取
得することができなかったことを証する書類の例 
◎宛先不明として返送された書面 等         の写し 

※添付する書類は個々の状況により異なりますので、上記書類でも不要なものや、
これ以外に必要なものがあるかもしれませんので、裁定庁である都道府県に相談
してください。 

※確知所有者及び確知関係人の個人情報に係る記載・書類の取扱いについて疑義が
生じた際には、裁定庁である都道府県へ相談してください。 

第４号 
特定所有者不明土地の写真【作成例４-12】参照 
※土地の現況がわかるよう異なる角度から撮影した複数枚の写真を提出してくださ

い。 

第５号 簡易建築物の種類、構造及び床面積を記載した書類・写真 

Point！ 
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号 書類名 

第６号 朽廃建築物の損傷、腐食その他の劣化の状況を記載した書類・経過年数
を明らかにする書類（登記事項証明書等）・朽廃建築物の写真 

第７号 

起業地を表示する図面【作成例 4-13】参照 
◆縮尺 1/25,000（ない場合は 1/50,000 でも可）の一般図にて位置を

示してください。 
◆縮尺 1/100 から 1/3,000 までの間の地形図で【収用部分＝薄い黄

色】、【使用の部分＝薄い緑色】に着色してください。物件がある場
合には、その主要なものを図示してください。 

第８号 
事業計画を表示する図面【作成例４-13】参照 
◆縮尺 1/100 から 1/3,000 までの間で、施設の内容を明らかにできる

平面図にて、施設の位置を示してください。 

第９号 
事業計画書の記載事項の内容を説明する書類（必要に応じて） 
 

第 10 号イ 

特定所有者不明土地の関係人の全部又は一部を確知することができない
事情を記載した書類【作成例４-14】参照 

裁定申請書に記載する所有者の全部又は一部を確知する
ことができない事情（法第 27 条第２項第４号）の内容
と同様に、当該書類では関係人について記載します。 

第 11 号 

補償金の見積額の積算の基礎を明らかにする書類 
【作成例４-15】参照 
◆土地に関する補償金 

◎土地境界確認書類 
◎近傍類似の土地の借賃のリスト 
◎不動産鑑定評価書      等 

◆物件に関する補償金 
◎物件調査の結果 
◎物件補償額の算定表（単価、補償額等） 
◎損失補償算定標準書（該当部分の抜粋）  等 

※その他にも補償額算定の根拠とした資料があれば添付 
 

 
 

添付書類は書類の数が多くなるため、目録を作成するとわかりやすくなります。 
 

  

Point！ 

Point！ 
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特定所有者不明土地の所有者・関係人の全部又は一部を確知することができない事情を明
らかにする書類（一部を確知することができなかった場合の例） 
  

作成例４－10 

登
記

名
義

人
の

う
ち

、
確

知
す

る
こ

と
が

で
き

な
か

っ
た

土
地

所
有

者
に

つ
い

て
の

み
記

載
し

ま
す

。
 

(注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時
には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 
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登
記

名
義

人
の

う
ち

、
確

知
す

る
こ

と
が

で
き

な
か

っ
た

土
地

所
有

者
に

つ
い

て
、

政
令

第
１

条
第

１
項

各
号

に
定

め
る

方
法

に
よ

る
探

索
を

行
っ

た
結

果
（

経
緯

）
、

確
認

す
る

こ
と

が
で

き
な

か
っ

た
理

由
に

つ
い

て
詳

細
に

記
載

し
ま

す
。
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土地所有者であることの確認書／回答書 

 

作成例４－11 
(注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時
には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 
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確認書に同封する回答書は、
宛名、対象としている土地の
所 在 地 は 予 め 記 載 して 送 付
し、それ以外の項目は、所有
者に記入していただきます。 
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特定所有者不明土地の写真 

   

作成例４－12 

特定所有者不明土地の所在
地、建物等の物件名、撮影
年月日等を記載し、写真を
複数枚掲載します。 

掲載する写真は、土地の全
景及び各方向から撮影した
ものとし、物件の状況がわ
かるようにします。 
併せて、「写真方向図」を
添付し、どの角度から見た
状況なのかがわかるように
します。 

(注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時
には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 
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起業地及び事業計画を表示する図面 

  

作成例４－13 

土地収用法における運用と同様に、起業地を表示する図面と事業計画を表示する
図面を１つの図面とすることが可能です。 
但し、事業計画が複雑であること等により同一の図面に表示することが困難な場
合には別で作成してください。 

(注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時
には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 
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特定所有者不明土地の関係人の全部又は一部を確知することができない事情を記載した書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

補償金の見積額の積算の基礎を明らかにする書類  ※抜粋 
＜土地境界確認書類＞ 

 

作成例４－14 

作成例４－15 

(注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時
には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 

(注)作成例は、実例を極力そのまま掲載しているため、例によって
項目名や語句等の表現が統一されておりません。実際の作成時
には、法令等に記されている表現に従って作成してください。 
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 ＜物件調査の結果＞ 
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＜物件補償額の算定表＞ 
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～【参考】公告・縦覧～ 
裁定申請を受けた都道府県知事は、申請地が所有者不明土地であることの確認や反対

する権利者の有無を確認するため、当該申請があったこと等を 2 週間公告・縦覧し、異
議のある者がいれば、その申出を受けます（法第 28 条第１項）。 

また、裁定手続きの開始を決定した際には、当該特定所有者不明土地の所在地を管轄
する登記所に、裁定手続の開始の登記を嘱託しなければなりません（法第 30 条第 1
項）。 

なお、裁定を行った際には、裁定申請者及び特定所有者不明土地の確知所有者等に文
書で通知するとともに、公告しなければなりません（法第 33 条）。 

公告は、都道府県公報への掲載の他、都道府県ＨＰなどのウェブサイトへの掲載、新
聞紙への掲載が考えられ、公報の代わりにこれらの手段をとることとしても差し支えあ
りません（省令第 40 条、第 46 条、第 48 条）。 
 
◆裁定申請があった旨の公告の例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆裁定の公告の例 
 
 
 



54 

参考１ 事例における提出書類比較一覧表 
【注意!】 

事業の種類や特定所有者不明土地の状況などにより、必要となる書類が異なります。 
下表は、本書で取り上げた事例を参考に作成していますので、必要な書類について

は、裁定庁である都道府県に相談してください。 
＜地域福利増進事業＞ 
本書で取り上げた事例において作成した項目には、書類名もしくは”●”を記載してい

ます。 
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＜土地収用法の特例＞ 
書類を作成している項目には、書類名もしくは”●”を記載しています。 
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参考２ 各事例の工程比較 
・収用特例を活用した事例について、裁定申請から裁定日、所有権の取得時期を示しまし

た。 
 

事例１ 事例２ 事例３ 事例４ 事例５ 事例６

裁定申請 裁定申請 裁定申請 裁定申請 裁定申請 裁定申請

裁定申請の告示
(24日)

裁定申請の告示
(5日)

裁定申請の告示
(14日)

裁定申請の告示
(42日)

裁定申請の告示
(35日)

裁定日
(50 日)

裁定申請の告示
(67日)

裁定日
(101日)

裁定日
(115日)

所有権の取得等の
期限(111日)

裁定日
(150日)

裁定日
(164日)

所有権の取得等の
期限(193日)

所有権の取得等の
期限(207日)

所有権の取得等の
期限(225日)

所有権の取得等の
期限(242日)

裁定日
(254日)

使用開始
(243日)

所有権の取得等の
期限(346日)

210日

240日

270日

330日

0日目

30日

90日

120日

150日

180日

60日

300日


